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店舗立地の意思決定において利用される引力モデルの

                発展プロセス

弘津 真澄＊

The Evolution Process of Gravity Model

  in Store Location Decision Making

Masumi HIROTU'

Abstract

 The objective of this paper is to review the evolution process of gravity models in connection with

the change of retail strategy and consumer behavior.  This paper is characteristic in focusing on the

background for the evolution of gravity models.  Each gravity model has responded to the retailer's

needs in their actual business practice. 

1. 序  論

 ここで引力モデルとは，Reilly・Converse・Huffのモデ

ルやMCIモデルといった， Reillyの小売引力の法則から

派生したモデルの総称として使用している。この引力モ

デルは，小売施設が消費者を引き付ける魅力とその施設

へ出向くまでの抵抗感をもとに，消費者の空間行動をモ

デル化したものである。

 引力モデルは，既存あるいは新規店舗の商圏を推定す

ること，既存店舗あるいは新規店舗の売上水準を予測す

ること，さらに競合店舗の影響度を測定することといっ

た，様々な用途に使用されてきた。小売業者は店舗立地

の意思決定によく引力モデルを使用してきた。たぶん店

舗立地の決定は，小売業者がしなければならない最も重

要な意思決定である。立地の意思決定は長期にわたる固

定的な投資になってしまうために，悪い立地による不利

益は非常に克服し難いものになるのである。

 本論文の目的は，小売戦略の変化と消費者行動の変化

に関連させて引力モデルの発展プロセスを見直すことに

ある。本論文の特徴はモデル発展の背景に焦点を当てて

いるところにある。具体的には，次のようなことである。

小売吸引力モデルの発展は，大きくは2つ，基礎データ

の集計水準の縮小化と説明変数の増加であった。さらに，

その発展は以下の3つに大きく関わっていた。第1に，

その発展は市場の相対的な狭隙化を引き金として起こっ

たものであったこと。第2に，消費者の距離に対する抵

抗感の減少化傾向と小売店舗の大型化傾向といった底流

が存在したこと。第3に，マーケティングが市場への適

応行動といわれ，小売業者が彼らを取り巻く小売環境に

適応してきたように，引力モデルも実際的な事業活動に

おける小売業者のニーズに応えてきたこと。以上3点を

を歴史的な資料や統計を基に証明する。

2。Reillyによる小売引力の法則の発見

＊宇部工業高等専門学校経営情報学科

 Reillyの法則は，次のような社会的背景の中から導出

された。

 1920年代は，「繁栄の20年代」ともよばれ，アメリカ経

済は急速に発展した。その素地として，産業革命の進行
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と鉄道網の全国的普及に伴い，南北戦争前後からアメリ

カの都市人口は急激に増大していた。その結果，1860年

には16％に過ぎなかった都市人口の割合は，1890年には

36％に達するようになっていた。

 また都市を中心とする交通機関として，1880年頃まで

は辻馬車や馬車鉄道が顧客の運送に役立っていたが，80

年代以降には電車が，1900年以降には自動車が高級所得

階級の中に登場しはじめ1)，1929年には自動車の普及はほ

ぼ20％に達し大衆の生活必需品になり，特に農村の交通

にとってはなくてはならない存在となっていた2)。自動車，

馬車，そして機関車・列車のアメリカ「国内消費用完成

品出荷額」の推移が図①のようになっていることから見

ても自動車の普及が急であったということがうかがえる。

このことによって，消費者の買物出向時の距離に対する

抵抗は，自動車の普及前と比較して，大きく減少したの

である。当時の状況をReilly自身，次のように言ってい

る。「消費者が移動手段として馬や馬車を利用することか

ら自動車を利用するようになって，小売取引を行なう範

囲が広がりはじめ，そしてこの予期しない展開によって，

全小売業が再編成され始めた3)。」「小売地図は，製造業者，

卸売業者，広告業者，そして小売業者に直接あるいは間

接的に関係している他の人々にとっても，息をつく間も

ないくらいに，非常に急速な変化をした4)。」

 そして，小売業においては，1900年から1920年頃まで

に百貨店のみが独占的小売商業として急速に成長し，そ

の地位を確立するとともに，百貨店全盛時代を出現させ

た。百貨店は都心の繁華街に立地し，その周辺に，紳士

服，婦人服，家具，家庭用品などの専門店や薬品や化粧

図① アメリカの国内消費用完成品出荷額
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品を中心とするドラッグ・ストアや雑貨，軽衣料などを

取り扱っているバラエティ・ストアなどを従え，広く顧

客を吸引する核店舗としての役割を果たしていた。百貨

店は，買物の中心であるとともに，娯楽の中心でもあっ

た5)。また，スーパーマーケットとドラッグストアとバラ

エティ・ストアからなるNSC(Neighborhood Shopping

Center:ネイバーフッド型ショッピングセンター)が，1930

年代からアメリカ全土に作られるようになった。NSCは，

高頻度購買の消耗的必需品は全て買い揃えることができ

る最寄品中心のショッピングセンターであった。このこ

ろの小売業立地の概略は，図②のようになっていた。ダ

ウンタウンには百貨店や専門店などが一大商業集積を形

成し，ダウンタウンから車で約10～15分離れたところに

アーバンがある。カントリーは，アーバンからさらに車

で1～2時間のところにあり，ダウンタウン，アーバン，

カントリーのどれにもNSCは存在していた。1930～1945

年は，NSCの展開に伴って大きなチェーン店が多く誕生

した時期でもあった。6)。

 このような中，Reillyは，1927年， NSCしかない小さ

な街から百貨店や専門店などの一大商業集積地がある大

きな街へ買物に行くという引力の研究を始める。アメリ

カ中西部の広大な平野に点在する中小都市は，その周辺

のコミュニティ(小村落)への生活物資の供給基地とし

図② 1930年代の商業立地
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ての役割を果たしていた。テキサス州において，これら

の都市へ周辺コミュニティから流れる交易額(小売レベ

ルの購買額)の決定要因を調べるうちに，「2都市は，分

岐点付近にある中間都市あるいは街から，2都市の人口

にほぼ正比例し，2都市と中間都市との距離の2乗に反

比例するように交易額を吸引する7)。」というReillyの法

則を導出(1929)するに至った。1931年に「小売引力の法

則(The Law of Retail Gravitation)」の第1版が出版

された。

 この「法則」を数式化すると次のようになる。

   Pa
Ba 『蕨
Bb Pb
   廊

Ba:都市Aへ流れる交易額

Bb:都市Bへ流れる交易額

Pa:都市Aの人口

Pb:都市Bの人口

Da:都市Aへの距離

Db:都市Bへの距離

・ ・ ・ (2. 1)

ただし，ここでRei11yが取り扱った商品は買回品であっ

た。というのも，ttこの段階で用いられた商業集積や消費

者の集計水準は都市であったために，最寄品では最も近

くのNSC等で購買されるという結果しか出なかったため

であろう。

 Reillyの「小売引力の法則」の第1版が出版されたの

と同じ1930年代にアメリカ・マーケティング協会とアメ

リカ・マーケティング教育協会が設立された。このこと

は，マーケティング・セオリーの発展の重要性を示唆す

るものでもあった8)。Reillyがこの法則を提示したのもそ

の志向の現れであると思われる。しかし，「ただ単に物理

科学において経験法則を導き出すような事実集積型の調

査に，法則の概念をつなぎ合わせた9)」だけであり「市場

データの印象的な配列を試みたが，システム的な説明に

かける10)」という批判も，後の研究者おいて，されてい

る。

 Reillyの研究は，その後，他の多くの研究者によって

受け継がれたが，小売商業と直接的に関わりを持つ形で

取り扱われることはなかった。Reillyのモデルが・J・売商

圏の測定と結びついて考えられるようになるのは，Con・

verse(1949)が次で示す分岐点公式を導いてからのことで

あった。

3. Converseによる小売引力の法則の応用

 第二次大戦後，生産が拡大し，労働生産性が上昇して

いる反面，生産労働者の実質賃金は下落し，消費購買力

は，相対的に縮小していた。1948年を境にアメリカの個

人消費支出は，それまでの高成長から低成長へと変化し

たのである(図③参照)。また，「小売業から生じた国民

所得」も，第二次大戦後，徐々に成長率を鈍化させ1949

年には前年を下回った(図④参照)。このように狭隆化し

た市場に大量の新製品を独占価格で売り込み大量需要を

把握するために，マーケティングは独占企業にとっていっ

そう重要になっていた。また，マーケティングは，企業

経営の中心的地位を占めるようになるとともに，マーケ

ティングの諸法則を統合化した強力なマーケティングが

展開され，さらに，マーケティング調査が本格化した時

期であった11)。

 消費者側の変化としては，1945 一一 1947年にかけて，ベ

ビーブームとなり，そして急速な核家族化が進んだ。こ

のことによって，新興住宅地開発が進み，ダウンタウン

から車で30 一一 40分のところにサバーバン(suburban:郊

外の住宅地域)が形成されるようになった(図⑤参照)。

 その消費者の変化を追うように，小売業者側の対応と

して，1947～1950年にかけて，サバーバンにCSC(Commu-

nity Shopping Center:コミュニティー型ショッピングセ

ンター)が形成されるようになった。CSCはスーパーマー

鴎
鋤
㎜
㎜
吻
吻
.
 
細
㎜
㎜
田
伽
細
㎜
櫛
9

，
 
 
，
 
 
'
 
 
，

1
 
1
 
1
 
一

 
 
 
 
 
 
ド
ル

アメリカの個人消費支出

        (cwa1)

                   t:一dl

         /グ

     /1:二/'

':

A孤ゴ・〆'

    tg36'''''''194S''' ' t955 1
 重93se      194a      1950      tg6te      1伽

     一耐久財・・…非耐久財… サービス

出所 :U. ・S. Department of Cornmeree， HISTORICAL

STATISTICS of UNITED STATES(斉藤眞，鳥居泰彦監訳

「アメリカ歴史統計，第1巻」原書房，1986，p. 225)より

作成

宇部工業高等専門学校研究報告 第40号 平成6年3月



28 弘津真澄

図④小売業から生じた国民所得
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分岐点を計算する公式を導いた14)。

    Dab
Db＝   1＋隔

Db   :都市Bから分岐点への距離

Dab   :都市AとBとの間の距離

Pa，Pb:都市AとBの人口

図⑤ 1945年以降のサバーバン立地

・ ・ ・ (3. 1)

引力モデルが小売商圏の測定すなわち小売業者の政策と

結びついて考えられるようになったのは，Converseがこ

の分岐点公式を導いてからのことであった。

 さらに，コンバースはある都市から大都市に流出する

小売売上高と，その都市にとどまる小売売上高との比率

を求める式として，次のようなものを提示した15)。
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出所:石原靖暖「アメリカ流通業革:命」商業界，1991，
p.  98

ケット，ドラッグストア，バラエティ・ストア，百貨店

もしくはGMS(General Merchandise Store)，それに

専門店で構成されていて，最寄品から買回品までの需要

に対応したショッピングセンターであった12)。そして1950

年代のショッピングセンター開発戦略の特徴は，'必然的

開発''という言葉で要約できる。すなわち，特定地域に

住宅が開発され，市場が形成され，この時期の消費者所

得急増の恩恵を受ける形で建設された。ほとんどのショッ

ピングセンターは，単一の住宅地のニーズを個別に満た

すために開発されたのである13)。

 このような状況の中，Converseは1949年イリノイ州で

実証研究を行いReillyの法則の検証を行なうと同時に，

単なる現象の説明だけではなく小売業者の政策に結びつ

く次のような工夫を行った。このことは市場の相対的な

狭隆化によって以前よりも慎重に出店計画を行おうとす

る小売業者の行動に呼応したものであったことがうかが

える。ConverseはReillyの法則のBa/Bbを1と置く

ことによって，都市Aと都市Bの主たる勢力圏を画する

岳一岳・(一E！. d)2
・ ・ ・ (3. 2)

Ba 大都市Aによって引きつけられる小売売上高

Bb その都市Bにとどまる小売売上高

Pa 大都市Aの人口

Hb その都市Bの人口

d  大都市への距離(単位:マイル)

4  惰性要因(単位:マイル)

この惰性要因としての4マイルは，その都市において買

い物をするための犠牲ならびに距離が表されているもの

と考えられる16)。式(3. 2)は，この当時，サバーバンに

建設されたショッピングセンターであるCSCの出店リス

クを軽減するために導出されたものであるということが

容易に想像できる。

 Converseらの研究に続いて世界各地で引力モデルに関

する研究が展開されたが，これらの研究からReilly・Con-

verseによる定式化はかならずしもアメリカ中西部以外の

地域でそのまま通用しないことも明らかにされた17)。特に

批判は，距離のパラメータである2(2乗)が確定的で

あることに向けられる。しかし，Reillyは，1953年「小

売引力の法則 2ed」の中で，勢力圏の分岐点を知るた

めの数表などに加えて，追記において，パラメータをニュー

トンの引力の法則と同じ2にする必要はないことを示し，

そのパラメータを計算する方法を提示している18)。ただ，
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多くの場合，パラメータの値は，ほぼ2に近い1. 5から

2. 5の間になるはずだということも強調している。

 Reilly・Converseの提示した引力モデルは万有引力の

法則の適用であると同時に，社会科学において発達した

「人間相互作用」モデルの小売業分野における適用であ

るとも言える。ただ社会科学分野におけるモデルが急速

に物理的な類推から離脱していったのに対して，Reilly以

後の研究者は，万有引力の法則のナイーブな適用から離

れることができなかった19)。

4. 日本でのReilly・Converseの小売引力の法則の検

 証

 以上のようなアメリカの環境の中で生み出され応用さ

れるに至った引力モデルは，日本においても，1950年代

後半から，研究がされ始めた20)。

 日本は第二次大戦後の経済復興とともに，小売商業機

構も戦時中の痛手から立ち直り，さらに，生産，消費両

面に見え始めた変化，すなわち大量生産・大量消費に対

応する大量流通体制を樹立するために，小売近代化の線

に沿っていくつかの試みがなされるようになった時期で

ある。 21)。

 初期においては，Reilly・Converseの法則は，前提と

して都市あるいは商店街の現状の吸引力を批判しようと

する志向において用いられ，直接Reilly・Converseの法

則を批判するところには関心が集中されなかったようで

ある。そして当時の研究は都市間吸引力の問題よりも都

市内小売取引中心(商店街)間吸引力の問題に関心と考

察が展開されていた。この側面に関する限りReilly・Con-

verseの法則の一層の展開が企画され，また，ある程度達

成されたといってよいであろう22)。既にこの時に，Reilly・

Converseが取り扱った集計水準よりも，さらに縮小化し

ようという試みがなされていたのである。

 1960年に，Reilly・Converseの法則の妥当性について，

論議の論点のズレが生じ論争が論争として的確に展開さ

れていないことから，その妥当性をめぐる論点を整理し，

さらに今後の展開についての展望が論じられた23)。そこ

に記されていた，引力モデルの今後一層の精緻化のため

に，なされるべき主要な課題①～④をそのまま以下に列

記する。

①人口・距離以外の要因の強度の測定とその組入れ方を

検討すること。

②商品別，地域別，国別に規定要因の規定方式，Reillyの

提示した距離と人口のパラメータの値を詳細に測定する

こと。

③規定方式の動態，すなわち経済構造の変動による距離

と人口のパラメータの変動の法則性を追求すること。

④2都市間吸引関係の把握を拡大して多数都市間の購買

力相互吸引力関係の定式化に努めること。

 ④についてはHuff(1962)によって解決され，②と③に

ついては解決されないが，測定ごとに調査によって推定

することで，この問題は回避されるようになる。そして

①については，人口の代わりに商業集積地あるいは個別

店舗の売り場面積が使われることになり，MCIモデル

(1974＞によって様々な要因の測定・組み込みが可能とさ

れることになる。

5. Huffの空間相互作用モデル

 1955年頃から，それまで人為的につくり出されてきた

軍需市場の縮小が始まると，独占的企業の競争は，なお

巨大な国内市場に支えられながら，国内・国外の新規民

需市場へと重心を移行させることになった。このような

競争激化の中で，高い利潤のある市場獲得競争を有利に

展開するためのひとつの方法として，非価格的な技術革

新競争が行われだした24)。

 一方，小売業にとっても，この頃がひとつの転機であっ

た。まず，小売環境の変化をみてみよう。

 都市は，アメリカの人口の3分の2が住む場所となっ

ていた。しかし，過度の集中は，都心の過密化や公害を

もたらした。その結果，人口が逆に郊外へ移動を開始し，

郊外化の途をたどっていた25)。郊外の家庭は市内よりも

所得が高い上に，自動車の利用度も高いという状態であっ

た。

 このような条件はいずれも郊外スーパーの発展を保証

した。郊外に新設されたスーパーは，土地も広く地価も

安いので，広い駐車場を持った大型スーパーが多い。さ

らにこの郊外型スーパーは，60年代に入ってショッピン

グセンターの核店舗として発展した。スーパーの立地条

件における「革命」が生じたといわれるように，新しい

スーパーの3分の2は，ショッピングセンターの中に建

てられ，核店舗としての役割を果たした26)。

 1946年にはアメリカ国内に50そこそこしがなかった

ショッピングセンターが1965年には，8，000に増加した。

それは全小売売上の五分の一，自動車販売を除けば四分

の一を占めるものであった。これは単に個々の商店を寄

せ集めただけでなく，それ以上に大きな買物の体験を消
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費者に提供して，消費者が欲しいものを欲しい時にどこ

ででも奉仕できるようにしょうとする企業努力を示した

ものであった27)。このころの特徴的なショッピングセン

ターは，RSC(Regional Shopping Center:リージョナ

ル型ショッピングセンター)であった。RCSは，［複数

の大型核店舗］＋［NSC］＋［専門店］，といった姿であっ

た28)。1950年代に成功したCSCのディベロッパーらが，

多くの場合，1960年代にRSCのディベロッパーになって

いたのである29)。1960年代のショッピングセンター開発

戦略の特徴は，''同時的開発''であった。ショッピングセ

ンターと住宅開発が同時に進行し，コミュニティに焦点

を当てた計画的センターが建設されるようになった30)。

 図⑥にあるように，1958～1963年にかけて，1事業所

当たりの雇用者数，1事業所当たりの売上高とも増加し

ている。このことからも1事業所当たりの規模が拡大さ

れていることが分かる。また，図⑦では，事業所の減少

も見られ，競争の激化がうかがえる。

 このショッピングセンターの開発にはいくつかの失敗

があった。それは将来的にも不可避であるだろう。一旦

建設されれば何年も取り壊しはできないし，移動もでき

ない。このため施設の根本的な改変は非常に困難なので

ある31)。また，小売環境を見てみると，市場は相対的に

縮小し，競争もショッピングセンターの大型化によって

さらに激しさを増し，一回の投資によるリスクも大型化

していった。このような状況の中で，個別のショッピン

グセンターの顧客を吸引する力を予測し，投資リスクを

縮小化させたいというニーズが小売業者あるいはディベ

ロッパーにあったのである。

 そのニーズに応えるように，Reilly・Converseの定式

化に対する最も鋭い批判がHuffから提出された。以上の

ような環境変化の中で，都市間の競争以外に，ひとつの

都市内あるいはその周辺での競争も問題として取り上げ

なければならなくなった。Reilly・Converseの用いた集

計水準では対応できず，目的地を都市から主要商業地区

あるいはショッピングセンターにし，買物行動をする消

費者の枠も都市よりも小さくする必要があった。

 また，Huffの批判は， Reillyの法則が経験的に抽出さ

れたもので理論的根拠が薄弱であること，その法則が決

定論的であって，データの散らばりを説明するメカニズ

ムを欠いていること，および集計度が高く個々の消費者

の行動を説明できないことに向けられた。

 特にHuffが次に示すモデルに意図したものは，個々の

消費者の買物場所選択行動を説明できるモデルの開発で

あった32)。Huffは万有引力の法則のアナロジーから出発

せず，心理学者Luceの提唱した「個人選択公理」を根拠

としたのである。個人選択公理は個人がいくつかの代替

案の中から1つを選択する行動を確率的に規定したもの

である。消費者の買物場所の選択が確率的であることを

前提にすれば，「ある消費者が考慮にいれる全ての目的地

の効用の合計に対する，その店舗(あるいは商業地区)

の効用の比率に等しい。」と表わすことができる。この公

理を数式化すると次のようになる。

爺 
耶

・ ・ ・ (5. 1)

図⑥総合小売業の変化一1(1929年を1とする)

          く。旧日4匹～｝
6

5

4

3

2

1

/…1？・

。. s':，、:. ，，:r:で:・       グ

日

1929'ISI33 1939 t963 19er    1935 19tli) 1954 1958

 -1事業所の雇用者数一・t事業所の売止高…1人当りの売上高

出所 :U. S.  Department of Commerce， HISTORICAL

STATISTICS of UNITED STATES(斉藤眞，鳥居泰彦監訳

「アメリカ歴史統計，第H巻」原書房，1986，p. 844)より

作成

7
6
5
4
3
2
1
2

図⑦総合ノ」涜業の変化一2(1929年を1とする)
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Pij＝起点iに住む消費者が，

   目的地」にある小売施設で買物をする確率

Uij＝起点iに住む消費者に対する

   目的地jの効用(Uij＞o)

J ＝選択可能な目的地の数

 (5. 1)式を基本的な仮定として，これに加えてHuffは，

ある目的地の効用はその地点にある小売施設の規模に比

例し，消費者が目的地に到達するのに必要な旅行時間(λ

乗)に反比例するものとした。すなわち，

s
可

評U
・ ・ ・ (5. 2)

Sj＝目的地jにおける小売施設の規模

Tij＝起点iと目的地j間の距離

λ ＝買物行動に対する旅行時間の影響を

   示すパラメータ

である。

(5. 1)式を(5. 2)に代入すると一般に「Huff・モデル」

と呼ばれているものが得られる。

Pij＝

λ
縞
りS

T .
 
」
λ
'
'
り

S
T

 
ユ
J
Σ
;

・ ・ ・ (5. 3)

 Luceの選択公理の導入よって， Huff・モデルは，ブラ

ンド・シェアや消費者ブランド選択の研究に使われる「ア

トラクション」モデルの一般的な種類に類似したものに

なった33)。さらに，Hains，Simon and Alexisの記すと

ころによると，Huffのモデルは，「消費者の空間行動が，

非空間行動をも説明可能な理論によって説明されている

ことを実証した」と記述している34｝。

 日本においても，1960年代に入って大量流通体制確立

が進む中，小売商業機構に最も強い衝撃を与えたものは，

急成長したスーパーであった。このスーパーのその後の

発展方向としては，店舗レベルでは大型化，食品・非食

品にわたる品揃えをもつ，総合スーパー化等が特徴的で

あった。1970年代に入ってからは，人口の郊外化やモー

タリゼーションの浸透に対応するため，郊外型ショッピ

ングセンターが急速に発展し，それは上記のような傾向

をいっそう促進していた35)。

 このような状況の中で，1960年代の後半に入って，引

力モデルの主流はHuffモデルへと移行していった。多く

の研究者によって実証研究も行われ，また理論的整備も

着実に行われてきた36)。そして，このモデルを実際に小

売施設の計画に利用し，来店客演や売上を予測すること

も徐々にではあるが普及していった37)。

6. 積乗型競争相互作用(MCl)モデル

 1960年代初頭，Huffのモデルが初めて文献に登場して

から，数多くの修正が提案されてきた。この修正の多く

は，店舗の魅力を正確に説明する要因の探索と，より精

密な魅力の測定に関わってきた。Huffの提案した式にお

いては，ただ規模だけが店舗の魅力を示すものとして使

用されてきた。このことが，研究者の間で，長く不満に

思われていた。この問題を解決するために，Stanley and

Sewallは，様々な店舗のイメージを組み込むために多変

量解析を使用した38)。そのモデルにイメージを加えるこ

とによって，特に予測成績を改善した。

 この様にHuffモデル修正の多くが店舗の魅力を正確に

説明する要因の探索と，より精密な魅力の測定に関わっ

てきたのは，以下のためであった。

 第1に，交通機関の変化により図⑧の空間需要曲線の

傾きが変化し，これによって小売店舗の立地が影響を受

けたためである。図中の全ての時点において店舗の顧客

の吸引力は，店舗からの距離が増大するにつれて低下し

ている。ところが近年ほど，より遠くから顧客を引きつ

けている。独占を保った店舗であっても，多様な品揃え

やブランド品，特別なサービスを提供する店舗が立地し

た場合にその独占状態は崩れる。というのも店舗間の直

接的な競合が増えてきたのである。つまり1つの店舗の

効率的な営業範囲は，空間需要曲線によってではなく，

顧客の購買行動によって明確に形どられるようになって

きたのである39)。

 第2に，ショッピングセンターのさらなる大型化に伴っ

て，正確な予測が必要になったのである。というのも，

1970年代になってくるとRSCの発展的なショッピングセ

ンターとして，SRSC(Super-Regional Shopping Cen-

ter:スーパー・リージョナル型ショッピングセンター)

が登場してきた。SRSCは，核テナントが4～5あり，専

門店の数も200～300店もあるものであった40)。

 第3に，店舗同士の競合の激化のためである。図⑨の
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図⑧ 空間需要曲線の変化
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大明堂，1992，p. 161)

いう限定がない。すなわち，店舗のその他の特徴という

ものを，自由に組み込むことができるのである。このこ

とによって，小売業者の同質性という制限を取り払い，

小売業者の異質性をモデルに取り込むことに制限は，ほ

ぼ無くなった42)。居住地iの消費者がある小売施設jへ

出向する確率πi」(MCIモデル)を式で記述すると次の

ようになる。

zij ＝

底
廟

Xq
H
＝

 
 
k

盈
哺

Xq
H
＝

 
k

m
Σ
＝

・ ・ ・ (6. 1)

図⑨ ショッピングセンターの数と床面積
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人口当たりのショッピングセンターの数と床面積のグラ

フを見てみよう。1965年から1970年にかけて人口当たり

の床面積の増加率は低くなるものの，1970年以降また増

加に転じているのである。さらに，1970年以降人口当た

りの床面積の増加が人口当たりの店舗数の増加以上に伸

び，人口当たりの店舗数の増加は衰えを示していない。

これらのことから，店舗の大型化と数の増大が同時に進

行し，競争を激化させていったことが分かるのである。

 これらのような変化が進行していく中で，店舗の魅力

や抵抗の多面的な測定を取り込みたいという要求に答え

るため，1974年にNakanishi and Cooper41)は，「M C

I(Multiplicative Competitive Interaction:積乗型競

争相互作用)」モデルと呼ばれる，Huffの提案した空間相

互作用モデルよりも，よりいそう一般化された形態のモ

デルを導出した。MCIモデルは，ある効用を測定する

にあたって，説明変数の数に規模と距離によってのみと

π亘j＝居住地iの消費者が小売施設jを

   選択する確率

Xkij二居住地iの消費者にとってのq個

   の変数のk番目の特徴

  ;k番目の属性に関する消費者の反

   応パラメータ

m ＝小売施設の数

 式(6. 1)において，定式化するのに使用する属性の集

合は，消費者が小売施設を選択するさいに関係する店舗

で影響すると思われる特徴を，消費者の主観的な尺度も

客観的な尺度も，経済的に測定可能な範囲ですべて含む

べきである。例えば，食料品・」・売店の研究において，Jain

and Mahajanは，個々の店舗が得ることができる市場占

有率を説明するために，規模や距離に加えてクレジット・

サービスの有無やレジの数，そして交差点に立地してい

るかいなかという要素を使用した。同様に，Hansen and

Weinbergは，カリフォルニアの銀行の研究において，

支店の新しさが銀行を愛顧する重要な要素になっている

ということを見つけた43)。

 このモデルは，すぐに日本にも導入され，このモデル

の発表がなされた翌年の1975年には，北九州で実証研究

が行われた44)。そこでは，式(5。3)のHuffモデルの拡

張版であり，式(6. 1)のMCIモデルの特殊型であるモ

デルが使用されていた。

 それから，通称「大店法45)」(1979年度より実施)に関

連して大規模小売店審査会が公表した「大規模小売店舗

における小売業の事業活動の調整のための審査方法につ

いて46)」の影響指数の算定公式にいわゆる「修正Huff・

モデル」が採用されたことから，急速に研究者・実務家

の引力モデルに対する関心が高まった。ただし，大店審
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の審査方法における「修正Huffモデル」は北九州での実

証研究のそれと異なり，ReillyのモデルとHuffモデルの

中間に位置するナイーブなモデルであった47)。

7. MClモデル以後

 このMCIモデルが導出されて，約20年になる。その

間，大きく小売環境は変化してきた。特にわが国におい

ては，二度の石油ショックを経て，高度成長から低成長

へと，経済はその構造転換をさせてきた。この構造転換

に伴って，小売業を取り巻く環境も，消費者の個性化・

多様化，競争の激化の進展など，種々な側面において急

速にかつ大きく変化してきた48＞。この間にも着実に物理

的な距離に対する抵抗感は，高速道路などの充実などに

よって，着実に低下してきているのである。

 小売環境の変化が消費者の店舗選択行動に変化を生じ

させ，さらに小売企業の店舗開発行動を変革する必要を

迫っている。この変化に対応するために，引力モデルも

変化を迫られている。しかし，引力モデルの際立ったさ

らなる発展は，いまのところ見られない。

8. 結  論

 以上みてきたように，引力モデルは，ヨリ精密化，ヨ

リ一般化がなされてきた。それは，第1に基礎データの

集計水準の縮小化，第2に小売施設の特性を示す説明変

数の増加であった。特に第2の改善によって，小売業者

の同質性という制限を取り払い，小売業者の異質性をモ

デルに取り込むことに制限は，ほぼ無くなった。

 これらの発展は，引力モデル独立のものではなく，引

力モデルを取り巻く環境に大きく関わっていたのである。

具体的には，以下のことが本論にあげた資料や統計から

立証できる。都市の形成と自動車の普及をきっかけに発

. 見された引力モデルは，人口の都市化と郊外化，消費者

の距離に対する抵抗感の減少化傾向，それに小売店舗な

かでもショッピングセンターの大型化傾向といった底流

の下で，市場の相対的狭隆化を引き金として進展してき

たのである。マーケティングが市場への適応行動といわ

れ，小売業者が彼らを取り巻く小売環境に適応してきた

ように，引力モデルも実際的な事業活動における小売業

者のニーズに応えてきたのである。

 今後の引力モデルの改良においても，消費者行動や小

売戦略を無視して考えるわけにわいかない。ここ十数年

の小売業を取り巻く環境は，消費者の個性化・多様化，

競争の激化など，大きく変化をみせている。また，最近

においては，大店法の規制緩和も伴い，さらなる競争激

化が考えられる。近年の変化を分析・整理し，モデル改

良の方向を見いだすことが今後の課題である。少なくと

も消費者の個性化・多様化に対応し，小売業者の市場の

細分化戦略にも適応できるモデルに改良していく必要が

あると考えられる。
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